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一  連結所得金額及び連結税額の計算の基本的な仕組み 

 

○ 連結所得金額は、連結グループ内の単体法人の所得金額を基礎とし、連結調整を加えた

上で、連結グループを一体のものとして計算する仕組みとすることが適当ではないか。 

 
○ 計算の基本的仕組みを検討するに当たっては、次の点を考慮する必要がある。 

・ 我が国の商法等における法人と株主・債権者等との間の法律関係が基本的に単体法

人を前提としていること、 

・ 親会社が合併される等により連結納税制度が適用されなくなることがあり得ること、 

・ 子会社が連結グループから離脱することがあること、 

・ 現行税制においては、租税特別措置など特定の業種等を対象とした税額控除制度が

あること 

このため、連結グループ内の各単体法人間の取引は時価で行うとともに、連結所得金額、

連結税額を算出するための調整計算の過程において、調整金額等を各単体法人に対し合理

的な基準で配分するものとする必要があるのではないか。 

 

 



 

○ 現行の単体課税においては、法人の規模等に応じて法人税率に格差が設けられているが、

連結納税制度において、連結所得金額に対する法人税率をどのように考えるか。 

 

○ 各個別制度については、連結グループを一体として要件の判定や計算等を行うことを基

本としながら、制度の趣旨を踏まえ、また、技術的な問題点等を十分に検討して、それぞ

れに相応しい仕組みとする必要があるのではないか。 

 





        二 連結納税制度に特有な事項 

 

１ 内部取引に係る利益・損失の繰延べ 

 

○ 連結グループの一体経営に着目して創設される連結納税制度においては、連結グループ

内で行われた資産の譲渡等（以下「内部取引」という。）により生じた利益・損失は繰り

延べることとするのが適当ではないか。 

 

○ 内部取引により生じた利益・損失を繰り延べる場合には、基本的には、全ての内部取引

を対象とするべきであると考えられるが、納税者の事務負担等についても十分に配慮する

必要があるのではないか。 

 

 

 

 

 



 

○ 内部取引により生じた利益・損失を繰り延べる方法は、連結グループ内の各単体法人に

所得金額、税額等を合理的な基準で配分する必要があることを踏まえれば、資産の譲渡等

を行った法人において繰り延べる方法が適当ではないか。 

 

○ 繰り延べた内部取引に係る利益・損失のその後の計上の仕方については、対象資産の種

類によって譲渡原価の計算や費用化の方法が様々であることから、対象資産の種類に応じ

て工夫する必要があるのではないか。 

 



（参考）内部取引に係る利益・損失の繰延べ

（１）内部取引が行われた時点
〈連結グループ〉

８０ Ｐ 社 Ｓ 社
８０

譲渡益
６０ 資産の譲渡

取得価額
譲渡原価 （内部取引）

連結所得金額 （Ｐ社：譲渡益繰延べ）

（２）連結グループ外への譲渡が行われた時点
〈連結グループ〉

Ｐ 社 １００ Ｓ 社
１００

８０ 譲渡益
８０

譲渡益
６０ 資産の譲渡

譲渡原価

２０
連結所得金額

２０



２ 利益・損失の二重計上の防止 

 

○ 連結所得金額として課税された子会社の所得金額や連結所得金額から控除された子会社

の欠損金額が、子会社株式の譲渡等により、再度、子会社株式の譲渡利益として課税され

たり、子会社株式の譲渡損失として控除されることを避ける必要があるのではないか。 

 

○ 子会社株式の譲渡等により生ずるこの実質的な二重課税や二重控除を回避する方法とし

ては、譲渡等を行う子会社株式の帳簿価額を修正したり、子会社株式の譲渡利益の額や譲

渡損失の額を修正する方法が考えられるのではないか。 

 

（注）連結財務諸表制度においても、子会社株式に係る連結上の帳簿価額（子会社株式の取得価額

に、子会社の取得後の増加剰余金等を加減算した金額）と単体決算上の帳簿価額（子会社株式

の取得価額）との差額があるため、子会社株式を売却した場合には、その差額相当額の売却損

益を修正することとされている。 

 



（参考）子会社株式の帳簿価額を修正する例

親会社 子会社 親会社 子会社

所得金額 １００ 所得金額 ２０ 所得金額 １００ 欠損金額 ▲２０

連結所得金額 １２０ 連結所得金額 ８０

［子会社株式の帳簿価額修正］ ［子会社株式の帳簿価額修正］

子 会 社 株 式 の 帳 簿 価 額 ５０ 子 会 社 株 式 の 帳 簿 価 額 ５０
修 正 金 額 ２０ 修 正 金 額 ▲２０

修正後子会社株式の帳簿価額 ７０ 修正後子会社株式の帳簿価額 ３０



３ 欠損金額の取扱い 

 

○ 連結欠損金額は、単体課税における青色欠損金額の繰越控除と同様に、その連結欠損金

額が生じた連結事業年度から５年間で繰越控除を行うこととするのが適当ではないか。 

 

○ 連結納税制度が適用されなくなることがあり得ることや子会社の連結グループからの離

脱により単体課税に移行することがあること等を考慮すれば、連結欠損金額、繰越連結欠

損金額やその控除額の各単体法人への配分を行う必要があるのではないか。 

 

○ 連結グループに加入した子会社の加入前の繰越欠損金額については、その子会社の単体

所得計算においてのみ繰越控除するなど、連結グループ外で生じた欠損金額を連結グルー

プ内に取り込んで行う租税回避を防止するための万全の措置を講ずる必要があるのではな

いか。 

 

 



（参考１）アメリカ及びフランスの連結納税制度における連結グループ加入前の欠損金額  

の取扱い 

  

・ アメリカ： 連結グループ加入前に生じた欠損金額について、次のような制限がある。 

① ＳＲＬＹ（Separate Return  Limitation Year）ルール 

   子会社の連結グループ加入前に生じた欠損金額について、連結納税申告における繰越控除の

対象金額は、その子会社の連結申告年度における累積の課税所得に制限される。  

② 株主持分が著しく変動した場合の繰越欠損金額の控除の制限措置 

  欠損法人の株主持分に著しい変動（３年間に、５％以上の持分を有する株主の持分が 50％ポ

イント超増加）が生じた場合には、その繰越欠損金額に係る各年度の控除限度額は、その欠損

法人の持分変動前の株式の時価の一定額に制限される。 

（注）連結に特有な制度ではなく一般的な措置である。 

 

・ フランス： 子会社の連結グループ加入前からの繰越欠損金額については、子会社の個別所得の

みの控除に制限される。 





三 連結納税制度における各個別制度の取扱い 

 

１ 寄附金 

 

○ 連結グループの一体経営に着目して創設される連結納税制度においては、連結グループ

を一体として寄附金の損金不算入額の計算を行う必要があるのではないか。 

 

○ 寄附金の損金算入限度額の計算の基礎となる所得金額及び資本等の金額は、連結納税制

度が連結グループを一体として課税するものであることから、連結所得金額及び親会社の

資本等の金額とするのが適当ではないか。 

 

○ 我が国の商法等における法人と株主・債権者等との間の法律関係が基本的には単体法人

を前提としていることや、利益・損失、資産・負債を特定の法人に集めることによって租

税回避を行うことを防止する必要があること等を考慮すれば、連結グループ内の単体法人

間の寄附金は損金不算入とする必要があるのではないか。 





２ 貸倒引当金 

 

○ 貸倒引当金については、各単体法人が期末に有する金銭債権に対し、確定した決算にお

いて損金経理によりその計上を行うことが前提となっていること等を考慮すれば、連結グ

ループ内の各単体法人が個別に計算した損金算入額を合算するのが適当ではないか。 

 

○ 連結納税制度が連結グループの一体経営に着目して創設されるものであることを考慮す

れば、連結グループ内の単体法人間の金銭債権は、貸倒引当金の繰入限度額の計算の対象

となる金銭債権から除くのが適当ではないか。 

 

○ 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入限度額を計算する場合の貸倒実績率について

は、連結グループ内の法人に対する売掛債権等の貸倒損失等を除いて計算する必要がある

のではないか。 



（参考）単体課税における貸倒引当金制度（法法 ５２）

〔繰入限度額〕
〔個別評価金銭債権〕

① 個別評価金銭債権（一部回収不能見込金銭債権）
回収不能見込額

② 一括評価金銭債権（売掛債権等）
期末一括評価金銭債権の簿価に貸倒 一部回収

一定の基準で
実績率を乗じて計算した金額 不能見込 繰入限度額

個別評価
金銭債権

〔貸倒実績率〕
１２

前３年の貸倒損失等の合計額 ×
各事業年度の月数の合計

前３年の期末一括評価金銭債権の簿価の合計額÷各事業年度の数

（中小法人の特例）
・ 資本金１億円以下の法人は、貸倒実績率に代えて次の繰入率
によることができる。 〔一括評価金銭債権〕
（繰 入 率）
① 卸売業、小売業 １０／１，０００
② 製 造 業 ８／１，０００
③ 金融保険業 ３／１，０００
④ 割賦販売小売業、割賦購入あっせん業 １３／１，０００ 売 掛 金 期 末 の
⑤ その他の事業 ６／１，０００ 貸 付 金 一括評価 × 貸倒実績率 繰入限度額

な ど 金銭債権
（法定繰入率の廃止に伴う経過措置）
・ 平成１０年度から平成１４年度までの間は、経過措置による繰入
率によることができる。

〔取崩し〕
翌期に全額を取り崩して、益金に算入する。



３ 交際費 

 

○ 連結グループの一体経営に着目して創設される連結納税制度においては、連結グループ

を一体として交際費の損金不算入制度を適用する必要があるのではないか。 

 

○ 交際費の損金不算入額は、資本の金額により異なることとなっているが、連結納税制度

が連結グループを一体として課税するものであること、法人数を増やすことにより損金算

入枠を増やすことができるという問題があること等を考慮すれば、連結グループの資本の

金額は、親会社の資本の金額とするのが適当ではないか。 

 



（参考）単体課税における交際費等の損金不算入制度（措法６１の４）

法人の資本又は出資の金額に応じ、各事業年度に
【資本又は出資の金額が５，０００万円以下の法人の場合】

支出する交際費等の額のうち次の金額が損金不算入

となる。
２０％ 損 金 不 算 入

資 本 金 額 等 損 金 不 算 入 額

５，０００万円超 全 額

３００万円に ３００万円

１，０００万円超 達するまで を超える
＋

５，０００万円以下 の金額の２０ 金額 損 金 算 入

％相当額

４００万円に ４００万円

達するまで を超える
１，０００万円以下 ＋ 交際費等の支出額

の金額の２０ 金額
▲

％相当額 定額控除限度額
（３００万円又は４００万円）



４ 特別税額控除 

 

（１） 増加試験研究費の税額控除 

 

○ 連結グループの一体経営に着目して創設される連結納税制度においては、基本的には連

結グループを一体として増加試験研究費の税額控除制度を整備する必要があるのではない

か。 

 

○ 連結グループを一体として試験研究費の増加額を基準とする制度とした場合には、比較

試験研究費の調整計算や税額控除額の配分の計算が複雑なものとならざるを得ないことに

も留意する必要があるのではないか。 

 

○ 税額控除の限度となる法人税額を基準とした金額について、連結税額を基準とするか連

結グループ内の各単体法人の連結税額に対応した金額を基準とするかについては、試験研

究費の増加額の計算と整合性のある制度にする必要があるのではないか。 

 



（２） 設備投資に係る税額控除 

 

○ 法人の資本金額や業種、さらには個別法に規定する認定事業者など個々の法人の属性に

着目して講じられている設備投資に係る税額控除について、どのように考えるか。 

 

○ 連結納税制度が適用されなくなることがあり得ることや子会社の連結グループからの離

脱により単体課税に移行することがあることを考慮すれば、税額控除額や繰越税額控除限

度超過額の各単体法人への配分を行う必要があるのではないか。 

 

（注）繰越税額控除限度超過額： 税額控除の対象となる金額のうち、税額控除を受ける限度となる

その事業年度の法人税額の２０％相当額を超える金額。１年間（又は４年間）の繰越しができる。 

 

○ 連結グループに加入した子会社の加入前の繰越税額控除限度超過額については、その子

会社の個別税額計算においてのみ控除するなど、子会社の加入前の欠損金額と同様の措置

を講ずる必要があるのではないか。 

 

 



（参考）単体課税における増加試験研究費の特別税額控除制度（措法４２の４）

増加額の１５％を税額控除
適用年度の試験研究費の額が比較試験研究費の額

（法人税額の１２％を限度※）
を超える場合（前期、前々期の試験研究費を超える

場合に限る。）には、比較試験研究費の額を超える

額の１５％相当額を法人税額から控除することが
上位３期分

できる。 の平均額

［計算式］

適 用 年 度 の 比 較 試 験
－ × １５％

試験研究費の額 研究費の額

（注）比較試験研究費の額‥‥適用年度の開始の日

前５年以内に開始した事業年度（比較事業年度）

の試験研究費の額のうち多い方から３期分の

平均額
Ｙ－５ Ｙ－４ Ｙ－３ Ｙ－２ Ｙ－１ 適用年度

比較事業年度（過去５年間）

※特別試験研究費がある場合には、その１５％相当額を加算。

但し、法人税額の１４％相当額を限度。


